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第84回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結計算書類の連結注記表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（2020年３月１日から2021年２月28日まで）

連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」につき
ましては、法令および当社定款第16条の定めにもとづき、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（https://www.nomurakougei.co.jp/ir/）に
掲載することにより株主の皆様に提供しております。

表紙
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連　結　注　記　表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
1.　連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数　10社
全ての子会社を連結しております。
なお、株式会社ノードと儂得空間設計咨詢（上海）有限公司は、当連結会計年度においてそれぞ
れ清算結了したため、当連結会計年度末より連結の範囲から除いております。

⑵　主要な連結子会社の名称
事業報告の「重要な子会社の状況」に記載しているため省略しております。

2.　持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社数　持分法適用の関連会社はありません。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、乃村工藝建築装飾（北京）有限公司、NOMURA DESIGN & ENGINEERING 
SINGAPORE PTE. LTD.および㈱六耀社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成
にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、
連結上必要な調整をおこなっております。

4.　会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券…………………イ．時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純
資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により
算定しております。）

ロ．時価のないもの
移動平均法による原価法

② デリバティブ取引により
生ずる債権及び債務の評
価基準及び評価方法

………時価法(振当処理をした為替予約を除く）

③ たな卸資産の評価基準
及び評価方法

…………主に個別原価法によっております。
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産……………………

(リース資産を除く)
定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以
降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を
採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10～38年
機械装置及び運搬具 ４～17年
工具、器具及び備品 ４～10年

②　無形固定資産……………………
(リース資産を除く)

定額法によっております。
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。
ただし、自社利用のソフトウエアについては、各社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ
ております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上

しております。
イ．一般債権

貸倒実績率法によっております。
ロ．貸倒懸念債権および破産更生債権等

財務内容評価法によっております。
②　賞与引当金………………………従業員への賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のう

ち、当連結会計年度末の負担額を計上しております。
③　完成工事補償引当金……………完成工事に係る瑕疵担保に備えるため、過去の補修実績に基づ

く将来の見積補償額を計上しております。
④　工事損失引当金…………………受注工事に係る損失に備えるため、損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積ることのできる工事について、そ
の見積額を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金……………役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく期末要支
給額を計上しております。
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⑷　その他連結計算書類作成のための重要な事項
①　重要なヘッジ会計の方法………イ．ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等について
は、振当処理をおこなっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）為替予約
（ヘッジ対象）外貨建金銭債権債務等

ハ．ヘッジ方針
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為
替予約取引をおこなっており、ヘッジ対象の識別は個別契
約ごとにおこなっております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ対象取引と同一通貨建による同一金額で同一期日
の為替予約をそれぞれ振当てており、その後の為替相場の
変動による相関関係は完全に確保されているため、決算日
における有効性の評価は省略しております。

②　退職給付に係る…………………
会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会
計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法
により費用処理しております。
未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用につ
いては、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の
包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上して
おります。

③　完成工事高及び完成……………
工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認
められる工事については工事進行基準を適用し、その他の工事
については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進
行基準を適用する工事の当連結会計年度末における進捗率の
見積りは、原価比例法によっております。

④　消費税等の会計処理……………消費税等の会計処理は税抜方式によっており、資産に係る控除
対象外消費税等は、当連結会計年度の費用として処理しており
ます。
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5.　のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、投資ごとの効果の発現する期間を勘案して、７年間で均等償却しており
ます。

（連結貸借対照表に関する注記）
1.　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

仕掛品 9,271百万円
商品及び製品 144百万円
原材料及び貯蔵品 0百万円
合計 9,416百万円

2.　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。
なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結
会計年度末残高に含まれております。

受取手形 179百万円

3.　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお
ります。損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産のうち、工事損失引当金に対応する額
は次のとおりであります。

仕掛品 19百万円

－ 4 －
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1.　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 119,896,588株

2.　当連結会計年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 8,632,888株

3.　剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円) 基準日 効力発生日

2020年５月27日
定時株主総会 普通株式 3,560 32 2020年２月29日 2020年５月28日

（注）１株当たり配当額については、記念配当２円が含まれております。

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2021年５月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり
提案しております。

①　配当金の総額 2,781百万円
②　１株当たり配当額 25円
③　基準日 2021年２月28日
④　効力発生日 2021年５月28日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

－ 5 －
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（退職給付に関する注記）
1.　採用している退職給付制度の概要

当社および連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度および確定給付企業年金制度
を設けております。また、従業員の退職等に際して退職給付債務計算の対象とされない割増退職金
を支払う場合があります。
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用して
おります。

2.　確定給付制度
⑴　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

退職給付債務の期首残高 8,340百万円
勤務費用 486
利息費用 41
数理計算上の差異の発生額 △26
退職給付の支払額 △467

退職給付債務の期末残高 8,374

⑵　年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）
年金資産の期首残高 4,176百万円

期待運用収益 83
数理計算上の差異の発生額 12
事業主からの拠出額 349
退職給付の支払額 △237

年金資産の期末残高 4,384

⑶　簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
退職給付に係る負債の期首残高 799百万円

退職給付費用 110
退職給付の支払額 △15

退職給付に係る負債の期末残高 894

－ 6 －
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⑷　退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び
退職給付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 4,672百万円
年金資産 △4,384

287
非積立型制度の退職給付債務 4,596
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,884

退職給付に係る負債 4,884
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,884

（注）簡便法を適用した制度を含みます。

⑸　退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 486百万円
利息費用 41
期待運用収益 △83
数理計算上の差異の費用処理額 71
簡便法で計算した退職給付費用 110
確定給付制度に係る退職給付費用 626

（注）上記退職給付費用以外に割増退職金等を販売費及び一般管理費に30百万円計上しております。

⑹　退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
数理計算上の差異 110百万円

⑺　退職給付に係る調整累計額
　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識数理計算上の差異 △255百万円

－ 7 －
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⑻　年金資産に関する事項
①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
債券 27％
株式 33
その他 40

合　計 100

②　長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分と、年
金資産を構成する多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しており
ます。

⑼　数理計算上の計算基礎に関する事項（加重平均で表しております。）
当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎
割引率　　　　　　　0.5％
長期期待運用収益率　2.0％

－ 8 －
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（税効果会計に関する注記）
1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産） (単位：百万円)
退職給付に係る負債 1,493
賞与引当金 569
税務上の繰越欠損金 303
未払費用（法定福利費） 85
未払事業税 60
その他 470

繰延税金資産小計 2,982
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △269
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △224

評価性引当額小計 △493
繰延税金資産合計 2,488

（繰延税金負債）
固定資産圧縮積立金 △1,404
その他有価証券評価差額金 △199
その他 △14

繰延税金負債合計 △1,617
繰延税金資産の純額 870

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な
項目別の内訳
法定実効税率 30.6％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1
住民税均等割 0.9
評価性引当額 1.8
その他 △0.1
税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.3

－ 9 －
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（金融商品に関する注記）
1.　金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、一時的な余資については主に流動性の高い金融資産で運用し、短期的な運転資
金については、必要に応じて銀行借入により調達しております。
デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引はおこなわない
方針であります。また、デリバティブを組み込んだ複合金融商品は、余剰資金の範囲内でおこな
うこととし、リスクの高い取引はおこなわない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事
業をおこなうにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒され
ております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。一部
外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。借入金は、主に運転資金の
調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後１年以内であります。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的と
した先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ
方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類作成のための基本となる重
要な事項に関する注記「4．会計方針に関する事項 ⑷①重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さ
い。また、資金運用の一環として、デリバティブを組み込んだ複合金融商品を利用しておりま
す。複合金融商品は、株式相場の変動によるリスクを有しております。

－ 10 －
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⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、業務推進規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業部門が主要な取引
先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財
務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減をはかっております。連結子会社につい
ても、当社の業務推進規程に準じて、同様の管理をおこなっております。
満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であり
ます。
為替予約および組込デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い銀行に限っているため、相手
先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対し
て、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等
を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘
案して保有状況を継続的に見直しております。
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限および取引額等を定めた職務権限規程に
従い、担当部署が決裁担当者の承認を得ておこなっております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、
手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され
た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる
前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 11 －
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2.　金融商品の時価等に関する事項
2021年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとお
りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません
（（注）2．参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

⑴　現金及び預金 33,847 33,847 －

⑵　受取手形及び売掛金 20,859 20,859 －

⑶　投資有価証券 2,947 2,947 －

　資産計 57,654 57,654 －

⑴　支払手形及び買掛金 15,423 15,423 －

⑵　未払法人税等 703 703 －

　負債計 16,126 16,126 －
（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

⑶　投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は
取引金融機関等から提示された価格によっております。

負　債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

（注）2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 153
その他 0

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
「⑶　投資有価証券」には含めておりません。

－ 12 －
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（１株当たり情報に関する注記）
1.　１株当たり純資産額 426.92円
2.　１株当たり当期純利益 27.61円

（重要な後発事象に関する注記）
（譲渡制限付株式報酬制度の導入）

当社は、2021年4月8日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、譲渡制限付株式
報酬制度および業績条件付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）の導入を決議し、本制度に
関する議案を2021年5月27日開催予定の定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）に付議
することといたしました。

１．本制度の導入の目的および条件
（１）導入の目的

本制度は、当社の取締役（社外取締役を除く。以下「対象取締役」という。）に対し、当社の企
業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与すると共に、株主の皆様と一層の価値共有を進
めることを目的として導入する制度です。

（２）導入の条件
本制度は、対象取締役に対して報酬として支給するものであるため、本制度の導入は、本株主総

会においてかかる報酬を支給することにつき株主の皆様のご承認を得られることを条件といたしま
す。

当社の取締役の報酬等の額は、2015年5月21日開催の第78回定時株主総会において、年額500百
万円以内（うち社外取締役分30百万円以内）とご承認いただいておりますが、本株主総会では、対
象取締役に対して支給する金銭報酬の総額は、上記の目的を踏まえ相当と考えられる金額として、
上記報酬枠を年額500百万円以内（うち社外取締役分30百万円以内）から年額350百万円以内（うち
社外取締役分30百万円以内）に減額したうえで、当該報酬枠とは別枠で、譲渡制限付株式報酬につ
いては年額50百万円以内、業績条件付株式報酬については年額100百万円以内といたしたく、ご承
認をお願いするものであります。なお、各対象取締役への具体的な支給時期および配分については、
取締役会において決定するものといたします。

本議案が承認可決されることを条件に、従前実施しておりました現金による役員賞与の支給（た
だし、業績条件付株式報酬制度にもとづく現金支給を除く。）は廃止いたします。

なお、当該減額後の報酬枠には使用人として職務を有する取締役の使用人給与分を含まないもの
といたします。

－ 13 －
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２．本制度の概要
（１）譲渡制限付株式報酬制度の概要

譲渡制限付株式報酬制度にもとづく譲渡制限付株式の発行または処分は、対象取締役に対して報酬
等として金銭報酬債権を支給し、対象取締役が当該金銭報酬債権の全部を現物出資財産として給付し
て、当社の普通株式（以下「当社株式」という。）の発行または処分を受ける方法で行うものとし、こ
れにより当社が発行または処分する当社株式の総数は、年10万株以内といたします（ただし、当社株
式の株式分割（当社株式の株式無償割当を含む。）または株式併合が行われた場合には、分割比率また
は併合比率に応じてこの総数の上限を調整する。）。なお、当該発行または処分の1株当たりの払込金
額は、各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社株式の普通取引の終値（同
日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、対象取締役に特に
有利とならない範囲において取締役会にて決定します。

譲渡制限付株式報酬制度による当社株式の発行または処分に当たっては、当社と対象となる取締役
との間で譲渡制限付株式割当契約を締結するものとし、その内容として、次の事項が含まれることとし
ます。

①対象取締役は、当該割当契約により割当てを受けた当社株式について、当該株式の交付日から当該
対象となる取締役が当社の取締役その他当社の取締役会で定める地位を退任または退職する日ま
での期間、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならないこと

②法令、社内規則または当該割当契約の違反その他当該株式を無償取得することが相当である事由と
して当社の取締役会で定める事由に該当した場合、当該株式を無償で取得すること

（２）業績条件付株式報酬制度の概要
業績条件付株式報酬制度の基本的な仕組みは、以下のとおりです。
ア　株式交付および金銭支給の条件

　当社は、1事業年度以上で当社の取締役会において定めた期間（以下「業績評価期間」という。）
における業績目標および対象取締役の役位別の報酬基準額を設定し、以下の条件の全てが成就した場
合に、業績評価期間終了後に、各対象取締役に対して、各対象取締役の報酬基準額の一部（以下「株
式交付分」という。）を当社株式として交付し、残りを納税資金充当用の金銭として支給します。

（業績条件）
当社の取締役会があらかじめ定めた業績評価期間における業績目標を達成すること

（勤務条件）
対象取締役が、当社の取締役会で定める期間（以下「役務提供期間」という。）の間、継続して、
当社の取締役その他当社の取締役会で定める地位にあること

－ 14 －
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（欠格事由の不存在）
法令又は社内規則の違反その他の株式交付を受ける権利を喪失させることが相当である事由として
当社の取締役会で定める事由に該当していないこと

イ　株式交付の方法
　業績条件付株式報酬制度にもとづく株式の発行または処分は、対象取締役に対して報酬等として株
式交付分に相当する額の金銭報酬債権を支給し、対象取締役が当該金銭報酬債権の全部を現物出資財
産として給付して、当社株式の発行または処分を受ける方法で行うものとし、これにより当社が発行
または処分する当社株式の総数は、年20万株以内といたします（ただし、当社株式の株式分割（当
社株式の株式無償割当を含む。）または株式併合が行われた場合には、分割比率または併合比率に応
じてこの総数の上限を調整する。）。
　なお、当該発行または処分の1株当たりの払込金額は、当該発行または処分に係る取締役会決議の
日の前営業日における東京証券取引所における当社株式の普通取引の終値（同日に取引が成立してい
ない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、対象取締役に特に有利とならない範囲
において取締役会にて決定します。

ウ　その他の条件
　上記1.の定めにかかわらず、当社は、対象取締役が当社の取締役会が正当と認める理由により当社
の取締役その他当社の取締役会で定める地位を喪失した場合、当社が消滅会社となる合併契約、当社
が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株
主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当
社の取締役会）で承認された場合、その他当社の取締役会が正当と認める理由がある場合には、必要
に応じて、当社の取締役会において合理的に定める時期において、当社の取締役会が合理的に算定す
る額の株式または金銭を支給することができるものといたします。

（その他の注記）
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 15 －
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1.　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
その他有価証券……………………⑴　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純
資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により
算定しております。）

⑵　時価のないもの
移動平均法による原価法

2. デリバティブ取引により生ずる
債権及び債務の評価基準及び………
評価方法

時価法（振当処理をした為替予約を除く）

3.　たな卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品………………………………個別原価法

4.　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産………………………

（リース資産を除く）
定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以
降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を
採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 15～38年
構築物 10～20年
機械及び装置 10～17年
車両運搬具 4～ 6年
工具、器具及び備品 4～10年

－ 16 －
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無形固定資産………………………
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産…………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ
ております。

5.　引当金の計上基準
貸倒引当金…………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上

しております。
⑴　一般債権

貸倒実績率法によっております。
⑵　貸倒懸念債権および破産更生債権等

財務内容評価法によっております。
賞与引当金…………………………従業員への賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のう

ち、当事業年度末の負担額を計上しております。
完成工事補償引当金………………完成工事に係る瑕疵担保に備えるため、過去の補修実績に基づ

く将来の見積補修額を計上しております。
工事損失引当金……………………受注工事に係る損失に備えるため、損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積ることのできる工事について、そ
の見積額を計上しております。

退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務および年金資産の見込額に基づき、当事業年度末におい
て発生していると認められる額を計上しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費
用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

関係会社事業損失引当金…………関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態
等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

－ 17 －
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6.　収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成………………
工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認めら
れる工事については工事進行基準を適用し、その他の工事につ
いては、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基
準を適用する工事の当事業年度末における進捗率の見積り
は、原価比例法によっております。

7.　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
重要なヘッジ会計の方法…………⑴　ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等について
は、振当処理をおこなっております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）為替予約
（ヘッジ対象）外貨建金銭債権債務等

⑶　ヘッジ方針
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為
替予約取引をおこなっており、ヘッジ対象の識別は個別契
約毎におこなっております。

⑷　ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ対象取引と同一通貨建による同一金額で同一期日
の為替予約をそれぞれ振当てており、その後の為替相場の
変動による相関関係は完全に確保されているため、決算日
における有効性の評価は省略しております。

退職給付に係る会計処理…………退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤
務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけ
るこれらの会計処理の方法と異なっております。

消費税等の会計処理………………消費税等の会計処理は税抜方式によっており、資産に係る控除
対象外消費税等は、当事業年度の費用として処理しておりま
す。

－ 18 －

個別注記表



2021/04/19 21:09:38 / 20697952_株式会社乃村工藝社_招集通知（Ｆ）

（貸借対照表に関する注記）
1.　関係会社に対する注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。
関係会社に対する短期金銭債権 325百万円

短期金銭債務 2,323百万円

2.　偶発債務
次の関係会社について、債務保証等をおこなっております。

乃村工藝建築装飾（北京）有限公司（契約履行保証） 96百万円

3.　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当事
業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

受取手形 158百万円

4.　損失が見込まれる工事契約に係る仕掛品と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま
す。損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品のうち、工事損失引当金に対応する額は次のと
おりであります。

仕掛品 14百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 301百万円
仕入高
販売費及び一般管理費

5,189百万円
1,194百万円

営業取引以外の取引による取引高
営業取引以外の取引 970百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 8,632,888株

－ 19 －
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（税効果会計に関する注記）
1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産） (単位：百万円)
退職給付引当金 1,142
賞与引当金 451
貸倒引当金 153
関係会社株式評価損 134
未払費用（法定福利費） 68
未払事業税 55
その他 261

繰延税金資産小計 2,268
評価性引当額 △368

繰延税金資産合計 1,900
（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △1,404
その他有価証券評価差額金 △197

繰延税金負債合計 △1,602
繰延税金資産の純額 298

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な
項目別の内訳
法定実効税率 30.6％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △4.3
住民税均等割等 0.7
評価性引当額 0.1
繰越欠損金の引継ぎ △1.8
その他 △0.4
税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.9

－ 20 －
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（関連当事者との取引に関する注記）
関連当事者との取引

種 類 会社等の
名 称

資本金
又 は
出資金
(百万円)

議決権等の
所有(被所有)

割合(％)

関連当事者との関係 取 引
金 額
(百万円)

科 目
期 末
残 高
(百万円)役員の

兼任等 取引の内容

子会社 ㈱ ノ ム ラ
　 デ ュ オ 60 直接　100 兼任

３名

資金の借入
(注１) 2,872 関係会社

短期借入金 2,740

利息の支払
(注１) 13 － －

子会社 ㈱ ノ ム ラ
プロダクツ 40 直接　100 兼任

３名

資金の借入
(注１) 1,464 関係会社

短期借入金 1,440

利息の支払
(注１) 7 － －

子会社 ㈱シーズ・
　 ス リ ー 95 直接　100 兼任

４名

資金の貸付
(注１) 1,142 関係会社

短期貸付金 470

利息の受取
(注１) 6 その他

流動資産 0

(注２) 9,401 未払金 616

（注１）資金の借入および貸付については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しており、取引額につ
いては期中平均残高を記載しております。

（注２）子会社による当社支払債務の併存的債務引受・支払にともなう債務の発生であり、取引金額は原
債務額面と同額であります。

－ 21 －
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（１株当たり情報に関する注記）
1.　１株当たり純資産額 372.29円
2.　１株当たり当期純利益 32.07円

（重要な後発事象に関する注記）
（譲渡制限付株式報酬制度の導入）

連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してお
ります。

（その他の注記）
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 22 －
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